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経済共同体創設は進んでいるのか
　
ＡＳＥＡＮは二〇一五年にＡＳＥＡＮ経済共
同体（ＡＥＣ）を創設する。ＡＥＣは東南アジアの一〇カ国から構成され、人口五億九千万人、中産階級が急増する新興市場、一万社を超える日系企業をはじめ多くの外資が集積する生産基地、そして資源供給地である。ＡＥＣは、政治安全保障共同体、社会文化共同体とともにＡＳＥＡＮ共同体を構成する。自由貿易地域（ＦＴＡ）を超えて地域統合 進めている は、ＥＵを除くと世界でＡＳＥＡＮのみである。共同体創設という壮大で野心的な試み 、日本を含むアジアの未来の政治、安全保障、経済、 域統合と協力に重要な意味を持つ。ＡＳＥＡＮ経済共同体とは何か　
ＡＥＣを実現するための計画がＡＥＣブルー
プリントである。ＡＥＣブループリントは二〇〇八年から二〇一〇年までの包括的な行動計画であり、①単 の市場と生産基地、②競争力のある経済地域、③公平な経済発展、④グローバルな経済統合、の四つを目標としている。ＡＳＥＡＮ経済共同体が出来ると、ＡＳＥＡＮは自由貿易地域（ＦＴＡ）から物品 サービス、投資、熟練労働者の自由な移動 資本のより自由な移動が行われる地 に統合が深化し、 「単一の市場と生産基 （
a single m
arket 
and production base ） 」となり、 「ダイナミック
で競争力のある地域」になるとともに「発展の格差に取り組む地域」になる している。　
このように、ＡＥＣは「物・サービス・投
資・資本・熟練労働者の自由な移動を実現する」 非常に範囲の広い市場統合であ かし、
単一市場を実現したＥＵと比べると、自由化のレベルははるかに低い。規格の相違など大部分の非関税障壁は残るし、自由にどの分野にも外資比率 〇〇
%で投資が出来るわけで
はない。税関検査や入国審査は継続する。自由に移動できる人は、熟練労働者に定義され、許可を受けた限られた人のみである。自由化の範囲とレベルは日本 締結しているＥＰＡに類似している。　
ＥＰＡと比べると、対象としている分野はＡ
ＥＣのほうが広く、輸送、エネルギー、情報通信技術（ＩＣＴ）などの統合も含まれている。たとえば、輸送ではＡＳＥＡＮ高速道路網 シンガポール昆明鉄道を建設し、単一海運市場と単一航空市場を創設する計画であ
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エネルギーでは、電力網、ガスパイプライン網をＡＳＥＡＮ域内で敷設するとしている。実現のためには、インフラ建 と制度整備（交通円滑化協定などの協定締結など）が必要であり、資金、技術 人材など多くの資源が求められる。一人当たり所得で七〇倍に達する極 て大きい経済格差の是正も重要な課題だ。インフラ整備と格差是正が目標になっていることは、自由化だけでなく経済開発がＡＳＥＡＮ経済共同体の重要な課題であることを示している。スコアカードによる評価　
ＡＳＥＡＮ経済共同体についての最大の
懸念は、ブループリントが実行でき かある。ＡＳＥＡＮは、従来、決めたこと計画通り実行されないと指摘されてき 。たとえば、ＡＦＴＡにつ ては、
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しゃべり）と皮肉られてきた。しかし、ＡＳＥＡＮは決めたことは時間をかけ も着実に実行してきていると評価できる。たえばＡＦＴＡは二〇一〇年に ＳＥ Ｎ６が関税を撤廃し、日本のＥＰＡに比べても自由化レベルの高いＦＴＡを実現している。しかし、ＡＳＥＡＮ事務局の人員や予算の制約、後発の四カ国政府の人材や政策実施能力の不足など 問題がある も確かである。　
市場統合について国家主権を委譲してい
るＥＵと違い、ＡＳＥＡＮは内政不干渉
原則を堅持している。ＡＳＥＡＮ首脳会議などで決定したことの実行を加盟国に強制でき い制度なのである。そのために、考えられたのがスコアカードである。スコアカードは、ＡＥＣを作る めのブループリントで決め 行動計画を予定通り実行できているかを評価する「通信簿」といってよい。スコアカードは、フェーズ１（二〇〇八―二〇〇九年）を対象としたものが二〇一〇年、フェーズ１とフェーズ２（二〇一〇～二〇一一年）を対象としたものが二〇一 年に発表されている。　
スコアカー ドには次に様な問題点があ
る。①加盟国の申告によるもので第三者の客観的評価ではない、②国別分野別の詳細な実施状況が判らない、③行動計画が本当に各国の現場で実施された かどうかが判らない、④措置の重要性によるウェイト付けがされていない、 など ある。たとえば、ＡＳＥＡＮの会議で決定されたことは 国内での批准・発効を経て、法制化あるい政策化され、現場で実施されるが、現場での実施以前の段階で措置が実施との評価されている。こうした問題点はあるが スコアカードはブループリントの実施状況を評価するＡＳＥＡＮの唯一の公的な資料であり、スコアカードをベースにその他ので補うことにより進展状況を評価すべきある。なお、ＡＳＥＡＮ事務局作成 スコアカードを補完する新たなスコアカードを東アジア・ＡＳＥＡＮ経済研究センタ （Ｅ
ＲＩＡ）が作成しているが、公表されていない。スコアカードの全体評価は六七・五
%
　
第１フェーズと第２フェーズのスコアカー
ドの評価は、六七・五
%である（表） 。 「グロー
バル経済への統合」の評価は八五・七
%と高
いが、他 三分野は六六～六七％である。評価は計画された行動計画に対する実施された行動計画の割合であり実施率であ 。
単一の市場と生産基地
競争力のある経済地域
公平な経済発展
グローバルな経済への統合
全   体
93.8
68.7
100
100
86.7
%
%
%
%
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49.1
67.4
55.5
77.8
55.8
%
%
%
%
%
65.9
67.9
66.7
85.7
67.5
%
%
%
%
%
フェーズ
1
フェーズ
2
フェーズ
1および2
表　フェーズ１とフェーズ２の措置実施率 （単位：%）
（出所）ASEAN 経済共同体スコアカード（2012年3月）
　
目標別にみると、 「単一の市場と生産基地」
では、物品の移動、サービス、投資の実施率が五〇
%台と低い。これらは最も重要な分野
であり、自由化のレベルが高くなるに従い、
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実施が困難になっていることが伺われる。 「競争力のある経済地域」は、全体に実施率が高いが、輸送の実施率が五三・八
%と低くなっ
ている。輸送分野は協定の署名・批准 道路などインフラ建設が措置の主 内容であり、国内調整や資金など困難が多い分野であとが理由となっている。 「公平な経済発展」は中小企業の実施率 やや低く、 「グローバルな経済への統合」はＡＳＥＡＮ＋１ ＦＴＡの締結が進展したことから実施率は最も高くなっている。　
最も重要な市場統合では、関税撤廃は
二〇一〇年にＡＳＥＡＮ６（ブルネイ インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）が予定通り実施し、関税撤廃対象品目は総品目の九九・六五
%に達し、ＡＳＥＡ
Ｎ６の域内平均関税率は二〇〇〇年の三・六四
%から二〇一一年末には〇・〇五
%に低下した。
残りの四国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム：ＣＬＭＶ）の関 撤廃は二 一五年（一部品目は二〇一八年）だが、ＡＦＴＡはほぼ実現したと評価できる。一方、二〇一〇年にＡＳＥＡＮ５、 二〇一二年にフィリピンで実現を予定していた非関税障壁の撤廃は大幅に遅れている。ブループリントを補完する計画として二〇一〇年に発表され ＡＳＥＡＮ連結性マスタープランでは、二〇一五年に最新の国際分類を利用する非関税障壁リストを完成させ、輸入許可手続き・数量制限などのガイドラインを作るとしており、二〇一五年でも撤廃はされない見込みである。
　
貿易手続きの窓口を一本化し電子的に処理す
るＡＳＥＡＮシングル・ウィンドウ（ＡＳＷ）も大幅に遅れている。各国ごとに実現するナショナル・シングル・ウィンド （ＮＳＷ）の実施時期は、ＡＳＥＡＮ６が二〇〇八年、ＣＬＭＶが二〇一二年だった。現在は、ＮＳＷの実現を急ぐとと にＣＬＭを除く七カ国が参加するＡＳＷは一部の港でまずパイロットプロジェクトとして実施することになっている。　
サービス自由化交渉は一九九六年から三年
間を１ラウンドとする交渉が行われ、自由化を約束するパッケージが合意されている。第７パッケージまでで合計
65サブセクターの自
由化が約束された。現在、第８パッケージが合意され、
80サブセクターの自由化（優先統
合分野は七〇
%の外資参加、その他は五十一
%の外資参加）が約束された。二〇一三年ま
でに第９パッケージ 二〇一五年ま に第
10
パッケージの約束を行う計画であ 投資では、ＡＳＥＡＮ包括的投資協定の批准は予定通り終了したが、留保リスト（自由化 行なわない分野を提示する表）が作成されておらず、二〇一二年第１四半期に完成の予定となっている。　
輸送についてみると、シンガポール昆明鉄
道（ＳＫＲＬ）の未接続部分およぶ要修復部分は四〇六九キロであり、ＣＬＭＶ 多い。カンボジア、ベトナムを経由する東線をミャンマー経由の西線より優先して建設するが、完成は二〇二〇年となっている。　
ＡＳＥＡＮ高速道路網（ＡＨＮ）は二十三
ルートで全長三万八四百キロであるが、未接続部分は主にミャンマーにあり、二二七キロである。二〇一三年にミャンマーの未接続部分の建設を開始するとなっており、完成目標年次は二〇二〇年になっている。二〇一五年後も措置実施は継続　
ブループリントの前半を終えた段階での実
施率は六七・五
%である。協定の締結、作業
計画の策定など比較的実行しやすい行動計画から、今後 国内での批准、国内利害関係者との調整を必要とする実施、多額の資金を必要とするインフラ建設 実施が困難な行動計画が増えてくる。二〇一 年 首脳会議でＡＥＣ実現に向けて努力を倍増することが決定されたが、実施率を前半よりも大幅に上昇させるのは難しい。加盟国間 経済格差と行政や統治能力の差に加 、 内調整の難しさ、資金不足、人材不足など国内での措置実施上の課題は多く、二〇一五年末 一〇〇
%実施
されるのは難しいであろう。インフラ建設など一部 目標 すでに実現年次を二〇二 年に繰り下げている。二〇一五 末の時点では、関税撤廃など目標を実現できる分野 あり、シンガポールなど実施率の高い国はあるだろうが、ＡＳＥＡＮ全体で 施状況は目標を下回るだろう。経済共同体は概ね実現したと評価し、二〇二〇年を次の 年次と て自由化、円滑化、インフラ建設などの残存行動計画の実施を続けること なろう。
（アジア研究所教授）
